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投開票の基本的な流れ

選挙人名簿の調製（定時登録・選挙時登録）

選挙公報を配布

公
示
日
前

公
示
日
翌
日
～
選
挙
期
日
前
日

そ
れ
以
降

①入場券等による選挙人名簿対照
（本人確認の実施）

②投票用紙の交付
③投票用紙の記入・投票箱への投函
④投票箱の閉鎖・投票録の作成

⑤投票箱等を送致
（離島では船舶又は航空機により送致）

①入場券等による選挙人名簿対照
（本人確認の実施）

②期日前投票事由（1号～6号）の宣誓
③投票用紙の交付
④投票用紙の記入・投票箱への投函
⑤投票箱の閉鎖・投票録の作成

⑥投票箱等を送致
（離島では船舶又は航空機により送致）

①すべての投票箱等の到着を確認・点検

②すべての投票箱を開けて、投票用紙を混同

③投票用紙を分類、点検、計算（自動読取分類機や計数機を使用）

④各候補者（政党）の得票数の朗読等

⑤開票録の作成

⑥開票結果を選挙長に報告し、開票録等を送付

開票所

①得票数の確定及び当選人の決定
②選挙録の作成

選挙会

選挙管理委員会 選
挙
期
日

投票所

期日前投票所
投票所入場券を交付

選
挙
期
日
又
は
翌
日
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不在者・在外投票の基本的な流れ

滞在地選管での
不在者投票 在外投票 洋上投票

選挙人名簿登録証明書の
交付を受けており、
本邦以外の区域を航行する
指定船舶等に乗船する船員

在外選挙人名簿に登録され、
在外選挙人証の交付を
受けている海外在留邦人

選挙当日、
不在者投票事由の
いずれかに該当すること
が見込まれる選挙人

対
象
者

【請求先】

名簿登録地の選管

【添付書類】

宣誓書

【請求方法】

郵送や

オンライン手続も可

【請求先】

在外公館
【添付書類】

在外選挙人証と旅券等
【請求方法】

郵便によることなく直接

在外公館での投票の場合

郵便による投票の場合

【請求先】

名簿登録地の選管
【添付書類】

在外選挙人証
【請求方法】

郵送

【請求先】

指定市町村の選管

【添付書類】

選挙人名簿登録証明書

【請求方法】

・船長による請求（洋上

特別投票の場合は船員）

・郵便によることなく直接

投
票
用
紙
等
の
請
求

滞在地の選管に
投票用紙等を提出し、
その場で投票

在外公館での投票の場合

在外公館で投票用紙等の交付を
受けたら直ちに投票

郵便による投票の場合

現存する場所で投票を記載し、
名簿登録地の選管に郵送

船舶内で投票送信用紙に
必要事項を記載し、
指定市町村の選管に
ファクシミリ送信

投
票

滞在地の選管から、
名簿登録地の選管に
送致

在外公館での投票の場合

在外公館から外務省を経由して
名簿登録地の選管に送致

郵便による投票の場合
選挙人が名簿登録地の選管に郵送

ファックスを受信した
指定市町村の選管から
名簿登録地の選管に送致

投
票
用
紙
等

の
送
致
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選
挙

人
名

簿
登

録
主

義
投

票
を

行
お

う
と

す
る

者
が

、
選

挙
人

名
簿

又
は

在
外

選
挙

人
名

簿
に

登
録

さ
れ

て
い

る
(
法

4
2
)

一
人

一
票

主
義

投
票

は
、

各
選

挙
に

つ
き

一
人

一
票

に
限

る
(
法

3
6
)

秘
密

投
票

主
義

・
す

べ
て

選
挙

に
お

け
る

投
票

の
秘

密
は

、
こ

れ
を

侵
し

て
は

な
ら

な
い

。
選

挙
人

は
、

そ
の

選
択

に
関

し
公

的
に

も
私

的
に

も
責

任
を

問
は

れ
な

い
。

(
憲

法
第

1
5
④

)
・

投
票

の
秘

密
保

持
(
法

5
2
)

等

本
人

に
よ
る
投

票
選

挙
人

名
簿

等
に

登
録

さ
れ

た
本

人
に

よ
る

投
票

で
あ

る
。

当
日
投
票
所
に
お
け
る
投
票

（
当

日
投

票
所

投
票

主
義

）

選
挙

人
名

簿
又

は
そ

の
抄

本
に

基
づ

き
、

対
面

で
対

照
(
法

4
4
)

投
票

所
入

場
券

や
身

分
証

明
書

等
に

よ
り

確
認

・
投

票
記

載
の

場
所

の
設

備
(
令

3
2
)

・
開

票
時

の
投

票
用

紙
の

混
同

(
法

6
6

②
)

当
日
投
票
所
以
外
で
の
投
票

※
①

不
在

者
投

票
（
（
ア
）
指

定
病

院
・
（
イ
）
洋

上
の

場
合

）
※

②
在

外
投

票
（
郵

便
等

投
票

の
場

合
）

投
票

用
紙

交
付

時
に

選
挙

人
名

簿
に

そ
の

旨
を

記
載

①
(
ア

)
投

票
用

紙
請

求
時

に
選

挙
人

名
簿

と
対

照

(
令

5
3
)
、

(
イ

)
選

挙
人

名
簿

登
録

証
明

書
と

の
照

合

(
令

5
9
の

6
④

)

②
投

票
用

紙
請

求
時

に
在

外
選

挙
人

名
簿

と
対

照

(
令

6
5
の

1
1
)

①
(
ア

)
不

在
者

投
票

管
理

者
に

よ
る

投
票

用
紙

等
の

点
検

(
令

5
8
①

)
、

(
イ

)
選

挙
人

名
簿

登
録

証
明

書
の

提
示

・
投

票
送

信
用

紙
へ

の
氏

名
等

の
自

書
(
令

5
9

の
6
⑧

⑩
)

②
外

封
筒

へ
署

名
(
令

6
5
の

1
2
)

①
不

在
者

投
票

記
載

の
場

所
の

設
備

(
令

5
8
④

、
令

5
9
の

6
⑪

)

①
②

開
票

時
の

投
票

用
紙

の
混

同
(
法

6
6
②

)

①
(
ア

)
投

票
用

紙
交

付
時

に
選

挙
人

名
簿

に
そ

の
旨

記
載

、
(
イ

)
選

挙
人

名
簿

登
録

証
明

書
に

交
付

し
た

旨
を

記
載

(
令

5
9
の

6
⑧

)

②
投

票
用

紙
を

交
付

し
た

旨
を

在
外

選
挙

人
証

に
記

載
(
令

6
5
の

1
1
)

現
行

制
度
下

に
お

け
る

投
票

原
則
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区
分

１
９
参

２
１
衆

２
２
参

２
４
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２
５
参

２
６
衆

２
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参

不
在
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投

票
者

数
の

計
5
7
6
,0

2
2

6
5
3
,8

1
6

6
1
1
,1

6
6

5
6
5
,4

2
0

5
1
6
,9

0
6

5
1
9
,2

4
4

5
7
5
,1

7
6

う
ち

名
簿
登
録
地
以
外
の

市
町
村
に
お
け
る

不
在
者
投
票

7
0
,9

7
3

1
0
0
,1

5
9

1
1
0
,8

3
8

8
5
,9

9
9

8
0
,0

1
2

6
8
,7

2
3

1
4
5
,2

5
9

う
ち

洋
上

投
票

1
2
9

8
6

1
5
9

1
1
3

7
4

1
3
4

9
0

※
衆
議
院
議
員
選
挙
に
お
い
て
は
小

選
挙
区
に
お
け
る
投
票
者
数
、
参
議
院
議
員
選
挙
に
お
い
て
は
選
挙
区
の
投
票
者
数
で
あ
る
。

不
在

者
投
票

・
在

外
投

票
の

投
票

者
数

〈
不

在
者

投
票

〉

区
分

１
９
参

２
１
衆

２
２
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２
４
衆

２
５
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２
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在
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投
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0
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0
6

2
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9
1

2
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6
8

2
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7
1

1
9
,2

6
7

2
3
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7
9

う
ち

公
館

投
票

1
9
,5

1
4

2
3
,1

6
2

2
3
,1

3
7

1
9
,3

5
9

2
2
,4

3
9

1
7
,9

0
1

2
0
,5

7
5

う
ち

郵
便

投
票

2
,3

4
3

2
,5

9
9

1
,7

0
2

8
1
4

1
,2

3
3

5
1
6

9
2
0

う
ち
国

内
に

お
け
る
投

票
1
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1

2
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4
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2
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2

9
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5

1
,7
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9
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0

1
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〈
在

外
投
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〉
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【韓国の国政選挙における事前投票】 

出典：衆議院シンガポール及び韓国における選挙制度実情調査議員団報告書（H28.9）ほか 

 事前投票 当日投票 
投票可能期間 選挙期日の５日前及び４日前

の２日間 

選挙期日当日 

投票所 全国どこの投票所でも可能 

 

（H28.4 総選挙：3,511箇所） 

※主に役所に設置 

選挙人ごとに決められた 

投票所で投票 

（H28.4総選挙：13,837 箇所） 

※主に学校に設置 

投票できる選挙区 全国どの選挙区も可能 投票所ごとに決まっている 

投票の手続き ① 住民登録カードによる本人

確認 

 

② 本人が投票したことを証明

するための指紋採取又は署

名 

 

③ 統合された選挙人名簿との

照合（投票所に設置された

機器で住民登録カードを読

み取り、オンライン照合） 

 

④ 投票用紙及び回送用封筒の

手交（白紙の用紙に、選挙人

ごとに該当選挙区に応じて

印刷） 

 

⑤ 選挙人が投票用紙に記入 

※票を投じたい候補者の右

にあるスタンプ欄にスタ

ンプを押印する。 

 

⑥ 選挙人が投票箱（管轄内と

管轄外の２箱が用意）へ投

票（管轄外の投票箱には、回

送用封筒に入れて投票） 

 

⑦ 管轄外の投票箱に投票され

たものは、回送用封筒によ

り当該選挙人の選挙区の選

管に郵送 

 

① 本人確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 投票用紙を手交 

 

 

 

 

③ 選挙人が投票用紙に記入 

 

 

 

 

④ 選挙人が投票箱へ投票 

選挙における事前投票制度の例（韓国） 
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心身の故障その他の事由により、自ら当該選挙の公職の候補者

の氏名を記載することができない選挙人が、投票管理者に申請し、

代理投票をさせることができる制度 

 

＜対象者＞ 

心身の故障その他の事由(※)により自書することができない者 

※ 「心身の故障」とは、例えば指先、腕の疾病、中風、失明等を意味する。また、文

字の読めない者、自書能力又はこれに代わるべき点字による記載能力のないすべて

の者を含む。なお、「その他の事由」には、学習の機会がなかったこと等により文字

が書けない場合が含まれると解される。 

 

＜手続＞ 

① 選挙人が投票管理者に申請 

② 投票管理者による補助者の指定 

投票管理者は、代理投票を申請した選挙人について代理投票をさせるべ

き事由があると認めたときは、投票立会人の意見を聞いて、投票所の事務

に従事する者のうちから当該選挙人の投票を補助すべき者二人を定める。 

③ 補助者による氏名の記載及び立会い 

補助者のうち一人に選挙人の指示(※)する候補者の氏名を記載させ、他

の一人をこれに立ち会わせなければならない。 

※ 選挙人の指示に反して異なる候補者の氏名を記載した場合は、行為者は、公職選

挙法第二百三十七条の二の規定による罰則（二年以下の禁固又は三十万円以下の罰

金）の適用を受ける。 

 

＜投票者数＞ 

平成 28年参議院通常選挙（選挙区） 

選挙当日投票所における代理投票 ３８，９６４人 

期日前投票所における代理投票  ７１，４３１人 

平成 26年衆議院総選挙（小選挙区） 

選挙当日投票所における代理投票 ３８，３１８人 

期日前投票所における代理投票  ６２，６８５人 

障害者に対する取組の状況（代理投票） 
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１ 投票所のバリアフリー対策状況 

（１）敷地の入口から、投票所を設置した施設（建物）までの間の障害等 

 

（２）投票所内の設備・備品等の設置状況 

                                               

２ 点字又は音声による候補者情報（選挙のお知らせ版）の提供状況 

全都道府県において点字版・音声版（カセットテープ・CD、音声コードのいずれか）を配布している。 

 

（単位：都道府県数） 

  点字版 音声版 

 

カセットテープ CD 音声コード 

２８年参 

（選挙区） 
47 47 39 39 19 

２６年衆 

（小選挙区） 
47 47 41 32 13 

                                      （音声版の内訳は複数回答。） 

 

※提供方法は、直接配布、関係団体・都道府県市区町村関連施設における据置・貸出・閲覧等 

 

投票所 

総数 

障害 

あり 

    建物まで

の案内図

等の掲示

等 

視覚障害

者誘導ブ

ロックの

設置 

障害者専

用駐車場

の設置 

 障害がある場合の対応 

 簡易スロ

ープ設置 
人的介助 その他 

対応 

なし 

28年参 47,902 13,013 6,361 6,448 194 133 6,970 2,693 7,313 

26年衆 48,617 13,941 7,078 6,756 193 257 6,921 2,104 6,417 

 

案内図

等の 

掲示 

点字器 

拡大 

ルーペ 

(虫眼鏡) 

老眼鏡 
記載台 

用照明 
文鎮等 車イス 

車イス

用 

記載台 

投票 

方法の

掲示 

候補者

等名簿 

（点字） 

候補者

等名簿

拡大 

文字 

手

話

通

訳

者 

28 年参 12,513 40,260 21,517 35,913 22,293 23,901 23,934 39,009 23,183 39,611 12,250 26 

26 年衆 12,495 39,910 19,925 34,744 21,330 22,733 22,595 38,138 21,176 39,070 8,560 75 

（単位：投票所数） 

障害者に対する取組の状況 

（投票所のバリアフリー対策、選挙のお知らせ版の提供） 
 

（単位：投票所数） 
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１．経緯等 

・ 2002 年から電子政府構築の一貫として電子投票の実験が行われ、2005 年 1
月に、首都タリン市の住民投票で、インターネット投票を試験的に実施 

・ 2005 年 10 月の地方議会議員選挙で、初めてインターネット投票導入。 
・ 2007 年に国政選挙において実施され、これまでに８回実施されている模様。

（2009 年：欧州議会選挙、地方議会選挙、2011 年：国政選挙、 
2013 年：地方議会選挙、2014 年：欧州議会選挙、2015 年：国政選挙） 

 
２．投票方法 

（１）ＩＤカード（身分証明カード）による投票 
・ １５歳以上の市民は、ＩＤカード（身分証明カード）の携帯が法律で義務

付けられており、このカードにより電子署名が可能となっている。 
・ ＩＣチップが内蔵されており、ＩＤカード発行時に、「本人認証用ＰＩＮ

コード」と「電子署名用ＰＩＮコード」が付与され、このカードを利用して

投票が行われる。 
（２）その他の投票 

・ デジタルＩＤ（写真なしのＩＤカード）による投票 
本人確認及び電子署名が可能であり、取得義務はない 

・ 携帯電話（モバイル）ＩＤによる投票 
  携帯電話のＩＣチップにＩＤカードと同機能を付与 

 
３．ＩＤカードを利用した投票の流れ 

① （ＰＣに装着した）カードリーダーにＩＤカードを読みこませ、インター

ネット投票サイトへアクセス、投票用アプリケーションをダウンロードする。 
② ＩＤによる本人認証を行うと、候補者の一覧表がスクリーンに表示される。 
③ 同画面において投票を行い、デジタル署名により投票内容を暗号化し、投

票データを送信する。 
④ 受信された場合は、受信確認通知が画面に表示され、投票終了となる。 

※ 投票受付期間内であれば、前に投じた投票をキャンセルして、何度でも投

票が可能である。 

※ 投票内容の開封時にデジタル署名を削除（復号化）することで、誰が誰に

投票したか分からない状態にし、集計を行う。 

 
（参考文献）AE湯淺 E

ゆ あ さ

AAE墾道 E

は る み ち

A 「エストニアの電子投票」 社会文化研究所紀要 65 号   

      （株）ＮＴＴデータ 欧州レポート（平成 25年 7月 19 日）  

      エストニア国家選挙委員会サイト 

エストニアにおけるインターネット投票（概要） 
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投票所入場券（見本）
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【趣旨】
選挙の当日、投票区ごとに設けられる既存の投票所とは別に、市町村の区域内のいずれの投票区に属

する選挙人も投票できる投票所（共通投票所）を設置することができることとし、市町村選管の判断によ
り、有権者にとって利便性の高い場所に共通投票所を設置できるようにする。

（公職選挙法第41条の2関係）

Ａ投票区 Ｂ投票区

Ｃ投票区

Ａ投票所 Ｂ投票所

Ｃ投票所

共通投票所

Ｂ投票区
の選挙人

Ｃ投票区
の選挙人

Ａ投票区
の選挙人

自分の住む投票区の投票所以外に
共通投票所でも投票が可能に

利便性の高い場所への設置を想定
・駅構内やショッピングセンター
・駐車場が充実した施設 など

【二重投票を防止するための措置】
複数の投票所で投票が可能となるため、二重投票を防止するための措置が必要

投票所や共通投票所と本庁舎の間で投票済情報を相互に共有

セキュリティーの高いネットワークを構築 など

※共通投票所での投票時間
朝５時から夜８時までの間で、市町村選管が任意に決定

平成29年執行衆議院議員総選挙における共通投票所の投票者数

うち共通投票所投
票者数

北海道 函館市 229,609 133,402 85,512 1,023 1.20 商業施設２箇所

青森県 平川市 27,313 15,683 9,821 1,561 15.89 商業施設１箇所

岩手県一関市 102,445 60,361 34,328 1,723 5.02 商業施設２箇所

長野県 高森町 10,680 7,143 3,521 429 12.18 商業施設２箇所

合計 370,047 216,589 133,182 4,736 3.56

市町村名 選挙当日
有権者数 投票者数 共通投票所に

使用した施設
うち選挙期日
当日の投票者数

当日の投票者数に
占める共通投票所
の投票者数の割合

共通投票所制度について
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１．電子投票のメリット
・選挙結果の判明が迅速かつ正確

・有権者の意思を正確に反映（疑問票・無効票解消）

・自書が困難な有権者も容易に投票

開票・集計端末

[選挙結果]

○ 1,000
○ ☆山 △男 800
○ ○森 △太 750

○ △田 ○奈 700…
…

× △原 ○郎 200

○×市長選挙

○森 △太

２．経緯

・平成１４年２月 電磁的記録投票法施行（地方選挙のみ）
・平成１４年６月 岡山県新見市で全国初の電子投票
・平成１５年７月 岐阜県可児市議選で機器が故障
・平成１５年１２月 期日前投票にも電子投票導入

・平成１７年７月 岐阜県可児市議選の選挙無効が確定

・平成１８年４月 電子投票システム調査検討会から信頼性の

向上に向けた方策について報告
全国の５割を超える市町村が、「技術的な信頼性向上が課題」と回答

・平成１８年１２月 電子投票システムの技術的条件に係る適合
確認実施要綱の制定

・平成１９年４月 民間検査機関を活用した技術的条件の適合
確認の結果公表

・平成２８年２月までに１０団体で２５回の電子投票を実施
（現在、条例制定団体は６団体）

電子投票システム調査検討会

電子投票機について、国が「技術的条

件」への適合状況に係る検査を検査法人

等に委託し、検査結果をとりまとめて、地

方公共団体に対して公表することが必要

民間検査機関を

活用して、技術

的条件への適合

を確認

検査を行い結果を報告

事業者 総務省

技術的条件に

基づき機器を

開発

民間機関

地方公共団体

技術的条件に

適合した機器

を調達

タッチパネル式の電子投票機で投票

記録媒体に記録

開票所の端末で迅速に開票

Ｈ18.10.25 自民党･選挙制度調査会において「電子投票の国政導入に関する最終報告」を了承

(第166回通常国会)
Ｈ19. 6.12 議員立法（自・公）により「電子投票法改正法案」が提出される。

(継続審議の取扱い)  
(第168回臨時国会)
Ｈ19.12.11 衆議院において可決される
Ｈ19.12.19 参議院における法案審議の過程において、民主党より修正案の提示

⇒継続審議の取扱い
(第169回通常国会)
Ｈ20. 6.21 参議院において継続審議の取扱いとせず（審議未了）⇒廃案

４．国政選挙導入の動き

３．信頼性向上のためのこれまでの取組

③適合確認実施要綱の制定及び適合確認の実施
民間検査機関を活用して適合確認を行い、安心
して電子投票を導入できる環境を構築。

①「電子投票導入の手引き」（マニュアル）の作成
17年に、これまでの実施例における管理運用の
ノウハウを集約した手引きの作成。

②電子投票システムの技術的条件の見直し
18年12月、これまでのトラブル事例を踏まえ
技術的条件を見直し。

△田 ○奈

△原 ○郎 ○野 △子

☆山 △男

○野 △子

電子投票について
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